
様式３（事業評価調書） 

事業評価（目的設定、中間評価、事後評価）　　　　　　　　　（評価年度：令和８年度） 
 秋田県警察運営の基本方針と重点目標

重点目標 交通事故防止のための総合的な取組
施策の方向性 標識・標示の整備

事業名
交通安全施設整備・維持管理事業

事業年度
昭和54 年度～
令和99 年度

所属名 警察本部交通部交通規制課 
係名 規制第一係

 

１　事業実施の背景及び目的                                                  
　高齢化率の進行と人口減少が深刻な当県では、子供と高齢者の交通事故防止対策が重要な課題で
あり、「ゾーン３０」規制のほか、通学路における横断歩道の整備・管理を推進することで、安全
な歩行環境を提供する。

 

２　事業概要及び財源                                                        （単位：千円） 

事業内訳
 

概要
 翌(今)年度 前年度 最終年度 

予算額 決算(見込)額 決算(見込)額

  交通安全施設整備・ 交通安全施設整備及び維持管 230,974 230,256
１ 維持管理事業 理を行う（道路標示、道路標

識）。
  
２ 

  
３ 

  
４ 

その他合計（　　件）

  財政内訳 左の説明 230,974 230,256
国 庫 補 助 金 警察施設整備費補助金 68,555 68,987
県 債 18,000 18,400
そ の 他
一 般 財 源 144,419 142,869

 

３　事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み 
【指標Ⅰ】 
 指 標 名 横断歩道の整備【業績評価】　　  　　　  　　　
 指 標 式 横断歩道標示施工実績／当初予定の横断歩道標示施工数
 出 典 県警察本部調べ
 把握時期 当該年度中
       年度      元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

      目標ａ      1,800  1,860  1,500  1,600  1,600  1,600  1,600 1,600
      実績ｂ      1,649  1,720  1,623  2,187  1,747  1,578
      ｂ／ａ     91.6% 92.5% 108.2% 136.7% 109.2% 98.6％
【指標Ⅱ】 

指 標 名 ゾーン３０の整備
指 標 式
出 典
把握時期

      年度      30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

     目標ａ     
     実績ｂ     
     ｂ／ａ     



◎指標を設定することができない場合の把握方法 
　①指標を設定することができない理由 
 　ゾーン３０は令和７年度末時点で74区域を整備しているが、年度によって設置数の変動があり、
 かつ地元住民や学校の要望により設置することが多いことから、明確な指標を出すことが困難であ
 る。
　②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む） 

　令和元年度から令和４年度にゾーン３０を設置した18か所について、設置前後３年間の人身事故
発生件数について比較したところ、８か所で減少している。また、当該18か所における年間の平均
発生件数についても、設置前の1.4件に対して、設置後は0.7件だった。

 

４　中間評価 

 (1)　必要性（現状の課題に照らした妥当性） 
   　子供と高齢者の交通事故防止について、通学路や生活道路における歩行環境の

   判 a 理 整備は必要であり、その手段として横断歩道やゾーン３０の交通規制は妥当であ
  定 由 る。

　（判定基準）　ａ：必要性が高い　ｂ：一定の必要性がある　ｃ：必要性が低い 
 

 (2)　有効性（事業目標の達成状況）     
　　　　　　※指標設定ができない場合「ｂ」判定以下とする。 
　　　　　　※二つの指標を設定し、達成率100.0％未満の指標がある場合は、達成率の平均値により判定する。 

   　横断歩道やゾーン30等の計画的な整備を推進した結果、交通事故件数の減少等、
    判 ｂ 理 歩行者を中心とした道路利用者の安全性が向上していると認められる。
  定 由 　

　（判定基準）　ａ：有効性が高い(達成率が100.0％以上)　ｂ：一定の有効性がある(ａ、ｃ以外の場合）　ｃ：有効性が低い(達成率が80.0％未満) 
 

 (3)　効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容） 
   限られた予算を、「はみ出し禁止」「一時停止」等の標示事業にも割当てながら、

   判 a 理 効率とバランスを考慮しながら事業を推進した。　
  定 由

　（判定基準）　ａ：効率性が高い　ｂ：一定の効率性がある　ｃ：効率性が低い 
 

 (4)　総合評価 
  前    【総合評価の判定基準】 
判 Ｂ 回 Ｂ   　「Ａ」：「必要性」「有効性」「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの 
定 結      「Ｂ」：「Ａ」「Ｃ」以外の判定のもの 

果      「Ｃ」：「必要性」「有効性」「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

 

５　課題と今後の対応方針 

 (1)　事業推進上の課題 
　必要な予算の確保と、限られた予算の中での効果的な標示の整備と管理　　

 

 (2)　今後の対応方針 
　学校の統廃合、バイパスの開通及び人口の増減等、変化する交通環境に応じて規制の改廃を進め
ながら、真に必要な箇所の整備を推進する。



　事後評価 

 (1)　有効性（事業目標の達成状況） 
　　　　　　※指標設定ができない場合「ｂ」判定以下とする。 
　　　　　　※二つの指標を設定し、達成率100.0％未満の指標がある場合は、達成率の平均値により判定する。 

  
  判 理
  定 由

　（判定基準）　ａ：有効性が高い(達成率が100.0％以上)　ｂ：一定の有効性がある(ａ、ｃ以外の場合）　ｃ：有効性が低い(達成率が80.0％未満) 
 

 (2)　効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容） 
  

  判 理
  定 由

　（判定基準）　ａ：効率性が高い　ｂ：一定の効率性がある　ｃ：効率性が低い 
 

 (3)　総合評価 
      【総合評価の判定基準】 
判       「Ａ」：「必要性」「有効性」「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの　　　　　　　　    
定          「Ｂ」：「Ａ」「Ｃ」以外の判定のもの 

       「Ｃ」：「必要性」「有効性」「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

 

７　類似事業の企画立案に当たっての課題 

 


